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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　フィリピン政府は、工業化による経済開発をその重点施策の一つとしており、外国からの投資

及び自国製品の輸出促進に力を注いでいます。そのための基盤整備として、フィリピン共和国に

おける特許・商標等の権利保護体制、技術者や研究者等が広く、簡単に工業所有権情報にアクセ

スできる環境などの整備が必要となってます。

　しかしながら、フィリピン共和国における特許、実用新案、意匠、商標を含め、知的財産権行

政全般を所管している貿易工業省知的所有権庁（IPO）は、出願書類を現在、人力にのみにより処

理しているために、フィリピン共和国における外国企業からの工業所有権の権利化に相当な時間

がかかっていたり、また、外部への情報提供なども非効率なものとなっています。

　以上のことから、IPOにおける行政手続き及び公共への工業所有権サービスの効率化のための

コンピュータシステムの構築は急務となっています。このためフィリピン政府は、IPOの事務及

び審査効率化、工業所有権に関する情報の提供のために必要なコンピュータ化されたシステムを

構築することにより IPOの近代化を図ることを目的として、1997年９月我が国に対してプロジェ

クト方式技術協力を要請してきました。

　これに対し、日本政府は国際協力事業団（JICA）を通じて1997年12月に事前調査団を派遣し、

フィリピン側と詳細な協議の上、より具体的で実施可能性の高いプロジェクトの枠組み作りを行

いました。

　今回、1998年 10月８日から10月 16日まで派遣された短期調査団は、事前調査結果を踏まえ、

実施協議調査前に確認が必要とされている事項の調査・協議を行うとともに、技術協力計画（案）

並びに機材協力計画（案）を作成するため、フィリピン側と詳細な協議を行い、確認・合意でき

た事項について議事録に取りまとめ、署名・交換を行いました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに同調査団の派遣に関し、ご

協力いただいた日本・フィリピン両国の関係各位に対し、深甚なる謝意を表すとともに、併せて

今後のご支援をお願いする次第です。
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１．１．１．１．１．短期調査員短期調査員短期調査員短期調査員短期調査員・・・・・機材計画調査員の派遣機材計画調査員の派遣機材計画調査員の派遣機材計画調査員の派遣機材計画調査員の派遣

１－１　要請の背景

　フィリピン政府は、工業化による経済開発をその重点施策の一つとしており、その一環として

外国からの投資、輸出の促進に力を注いでいる。そのための基盤整備として、特許、商標権の権

利保護体制及び技術者、研究者等が広く、簡単に工業所有権情報にアクセスできる環境の整備が

必要となっている。加えて、フィリピン国はASEAN共同特許庁構想（別添資料11参照）におい

て中心的な役割を担っていることから、他ASEAN諸国に対して、上記の工業所有権に係る自国

の体制及び環境の整備は急務となっている。

　しかしながら、フィリピンにおける特許、実用新案、意匠、商標を含め、知的財産権行政全般

を所管している貿易工業省知的所有権庁（IPO）は、出願書類を人力のみにより処理しているため

に、フィリピンにおける外国企業からの工業所有権の権利化に相当な時間を要しており、また、外

部への情報提供なども非効率的なものとなっている。

　以上のことから、IPOにおける行政手続き及び公共への工業所有権サービスの効率化のための

コンピュータシステムの構築は急務となってきている。

　このためフィリピン政府は、IPOの事務及び審査効率化、工業所有権に関する情報の提供のた

めに必要なコンピュータ化されたシステムを構築することにより IPOの近代化を図ることを目的

として、1997年９月我が国に対してプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　なお、JICAは既に IPOに個別派遣専門家を派遣し、商標における検索、管理のための基本的な

自動化システム構築に協力している。

１－２　調査員の派遣

(1) 調査員派遣の経緯と目的

　1997年12月に派遣された事前調査団において、フィリピン側から要請内容の確認、プロジェ

クト方式技術協力のスキームの説明、実施機関の組織などの実施能力の確認を行い、技術分

野・項目、暫定マスタープランについて、フィリピン側と協議を行い、結果をミニッツにまと

め署名・交換を行った。

　今回の短期調査員、機材計画調査員は、先に合意している事前調査結果を踏まえ、実施協議

調査前に確認が必要とされている事項の調査・協議を行うとともに、供与機材の検討（供与機

材の仕様及び現地調達の可能性について調査すること）を目的として派遣された。
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(2) 調査員の構成

１）短期調査員

２）機材計画調査員

１－３　主要調査項目

　今回の短期調査・機材計画調査における、主要調査項目は以下のとおりである。

(1) 技術移転分野・項目

　事前調査の段階の案についての国内検討結果を説明、必要に応じ修正した。

　項目ごとのフィリピン側の要望、技術レベルを調査した。

(2) 技術協力計画（TCP）（案）

　フィリピン側と協議の上、案を作成し、ミニッツに添付した。

(3) プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）（案）

　事前調査時に合意している暫定マスタープランを基に、PDM（案）を作成し、ミニッツに

添付した。

　（外部条件、指標及び指標データ入手手段、投入内容を協議した）

(4) 年次活動計画（Plan of Operations- PO）（案）

　フィリピン側と協議の上、案を作成し、ミニッツに添付した。

(5) 暫定実施計画（TSI）（案）

　技術移転分野・項目ごとに供与機材の納期、技術移転に要する期間などを勘案し、フィリピ

ン側と協議の上、案を作成し、ミニッツに添付した。

分　野 氏　名 所　　　　　属
技術移転計画 星野　和男 通商産業省特許庁国際課海外協力第一係長
協力企画 横澤　康浩 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課職員

分　野 氏　名 所　　　　　属
機材計画 山崎　　亨 通商産業省特許庁総務部電子計算機業務課国際協力係長
機材計画 丸山智恵子 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課特別嘱託
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(6) 専門家派遣

　派遣スケジュールの確認、生活状況の確認、交通手段確保状況の確認。

(7) カウンターパート

　実施機関の組織、責任者、C/Pの人数・経歴・技術レベル等の確認。

(8) 供与機材

１）機材計画（案）の作成

　フィリピン側の要望機材の詳細（仕様、価格等）を調査し、技術移転項目及び先方機関で

の供与機材維持管理の可能性を勘案しつつ、現有機材との重複を避け（特に、商標プロジェ

クト使用機材との共有可能性確認の上で）、適正な機材規模・仕様等を調査し、機材計画（案）

を作成し、フィリピン側と協議した。

　また、その際、教材など技術移転に必要なもの、ユーティリティ、配線・配管の状況、レ

イアウト案、現地調達の可能性・妥当性、据付技師派遣の必要性、必要な工事、維持管理可

能性等についても併せて調査を行った。

２）現地調達の可能性調査

　ハード面での現地調達は、調査の結果、可能と判明した。

　ソフト面での現地調達は、調査の結果、可能と判明した。
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１－４　調査日程

調　査　内　容　・　行　程
日数 月　日 曜日

機　材　計　画　調　査　員 短　期　調　査　員
１ ９月 21 日 月 午前　移動成田→（JAL741）→マニラ

午後　JICAフィリピン事務所打合せ
２ ９月 22 日 火 午前　IPO長官への表敬　午後設備現状調査
３ ９月 23 日 水 終日　IPO協議・機材仕様調査（容量・性能等）
４ ９月 24 日 木 終日　IPO協議・機材仕様調査（容量・性能等）
５ ９月 25 日 金 終日　IPO協議・機材仕様調査（容量・性能等）
６ ９月 26 日 土 資料整理、生活環境調査
７ ９月 27 日 日 資料整理
８ ９月 28 日 月 終日　IPO協議・機材仕様調査（容量・性能等）
９ ９月 29 日 火 終日　IPO協議・機材仕様調査（容量・性能等）
10 ９月 30 日 水 終日　IPO協議・設備投資調査

　　（現状・追加工事・設置スペース等）
11 10 月１日 木 終日　IPO協議・維持管理調査

　　（使用電力・消耗品・保守等）
12 10 月２日 金 終日　IPO協議・維持管理調査

　　（使用電力・消耗品・保守等）
13 10 月３日 土 資料整理、生活環境調査
14 10 月４日 日 資料整理
15 10 月 5 日 月 終日　現地市場調査

　　（技術動向・機材価格・現地調達の可否等）
16 10 月６日 火 終日　現地市場調査

　　（技術動向・機材価格・現地調達の可否等）
17 10 月７日 水 終日　総合検討（必要機材・仕様査定、

　　　ローカルコスト査定、導入計画等）
18 10 月８日 水 終日　総合検討（必要機材・仕様査定、

　　　ローカルコスト査定、導入計画等）
午前　移動成田→(JAL741)→マニラ
午後　JICAフィリピン事務所打合せ

19 10 月９日 金 午前　IPO長官への表敬
午後　機材調査

（機材計画調査員、短期調査員合同）

20 10 月 10日 土 団内協議（短期調査結果報告及び対処方針協議）、
資料整理、生活環境調査

21 10 月 11日 日 資料整理
22 10 月 12日 月 午前　IPO長官への表敬

午後　IPO協議（PO）
（機材計画調査員、短期調査員合同）

23 10 月 13日 火 終日　IPO協議（PO） （機材計画調査員、短期調査員合同）
24 10 月 14日 水 終日　IPO協議（M/D案について協議）

夕　　署名式及びレセプション
（機材計画調査員、短期調査員合同）

25 10 月 15日 木 午前　資料整理
午後　在フィリピン日本大使館報告
　　　JICAフィリピン事務所

26 10 月 16日 金 午前　NEDAへの表敬
午後　マニラ→（JAL741）→成田
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１－５　主要面談者

＜日本側＞

(1) 在フィリピン国大使館

　篠田　邦彦 二等書記官

(2) JICAフィリピン事務所

　後藤　　洋 所長

　黒柳　俊之 次長

　中澤　　哉 所員

(3) 個別専門家（IPO）

　高木　宏雄 商標システム

＜フィリピン側＞

(1) IPO (Intellectual Property Office)

　Emma C. Francisco Director-General

　Ronol M. Dela Cruz Assistant Director-General

　Cecilio Fernandez Senior Patent Principal Examiner

Mechanical & Electrical Examination Division

　Rosella Fernandez Patent Principal Examiner

Chemical Examination Division

　Restituto E. Maligaya Jr. Information System Analyst II

Patent & Trademark Registry and EDP Division

　Leonides T. Gavin Computer Operator II

Patent & Trademark Registry and EDP Division

(2) NEDA (National Economic and Development Authority)

　Lawrence Nelson C. Guevara Public Investment Staff

　Victorio Pujalte Project Monitoring Staff



 調査・協議項目　　 経　　緯　　と　　現　　状　　　　　 対　処　方　針　　　　　 調査・協議結果
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２．２．２．２．２．対処方針と調査協議結果対処方針と調査協議結果対処方針と調査協議結果対処方針と調査協議結果対処方針と調査協議結果

１．工業所有権
の状況

(1) 概要 １）下記を事前調査時に確認してい
る。

①フィリピンはWIP設立条約、パリ条
約、ブタペスト条約、ベルヌ条約、
WTO/TRIPS協定に加盟している。
PCT（特許協力条約）へは加盟して
いない。

②法律面では、1947年に施行された特
許法（商標法は1957年に施行）以来
の先発明主義を変更し、先願主義を
採択した「新知的所有権法」が1997
年６月に採択された。新法は特許、
実用新案、意匠、商標を包括的に規
定するもので、施行は1998 年１月
である。

③なお、「新知的所有権法」において
は、先願主義採用の他、特許存続期
間を出願日から20年とし、新たに出
願公開制度を採用している。
また、実用新案、意匠は無審査登録
へ移行された。

２）事前調査時に「知的所有権法」、
「フィリピン工業所有権年報」ほか
統計資料などを入手している。

３）事前調査時のフィリピン出願状
況、審査処理期間は以下のとおり、

①出願件数の伸び
　特許出願件数の伸び：12％
　（1995～ 1996年）
　商標出願件数の伸び：20％
　（1995～ 1996年）
②審査処理期間
　特許処理継続期間：３年10か月
　商標処理継続期間：２年２か月
４）ASENA共同特許庁設立に向け、
フィリピン国に限らず、ASEAN各
国は、自国の工業所有権保護・管理
体制の整備が望まれている。中で
も、フィリピンは共同特許庁設立の
中心的役割を果たしており、他国に
増して上記体制の整備が急務となっ
ている。

・左記について現状を確認
するとともに、最新の統
計資料などを入手する。

・事務処理短縮可能項目を
調査する。

・左記を確認するととも
に、最新の統計資料など
を入手した。

・短縮可能項目は下記のと
おり。

①各種帳簿への記帳
②広報編集・作成
③方式審査



 調査・協議項目　　 経　　緯　　と　　現　　状　　　　　 対　処　方　針　　　　　 調査・協議結果
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(2) 国家開発計
画との整合性

(3) 課題と対策

２．プロジェク
ト名称

３．関係機関
(1) 援助受入れ
窓口

(2) 所轄官庁

　前ラモス政権での中期開発計画
（1993～1998）において工業化による
経済開発、外国からの投資誘致は重要
政策として掲げられていた。

１）課題
①出願件数が近年急速に伸びている一
方、事務処理が遅延しており、審査
の品質も問題となっている。

②産業界及び国民一般における知的財
産に対する認識が不足している。ま
た、模造品などを取り締まる権利行
政手続き（エンフォースメント）が
不足である。

２）対策
　「フィリピン2000」行動計画に従い、
工業所有権政策の普及・啓蒙を通じた
「国際競争力の強化」を強力に推進し
ている。

　事前調査時に以下のとおり確認し、
英名はミニッツに記載している。
（和）工業所有権近代化
（英）Modernization of Industrial
　Property Administration

国家経済開発庁
（NEDA- National Economic
Development Authority）
　事前調査時に本プロ技実施に際し、
最大限支援をしたい意向を確認してい
る。

貿易工業省
（DTI- Department of Trade and
Industry）
　事前調査時に、本プロジェクトへの
期待の大きさを確認している。
　また、大統領選挙により本プロジェ
クト実施に対する影響はありえない
旨、次官補より発言がされている。

・エストラーダ政権におけ
る開発計画における本プ
ロジェクト協力内容の整
合性、位置づけを調査す
る。

・フィリピン側にプロ技と
の関係を説明して理解を
得る。

・左記を確認し、結果をミ
ニッツに記載する。

・左記に変更なきことを確
認する。

・左記に変更なきことを確
認する。

・左記を調査した結果、工
業所有権保護の政策が継
続していることを確認し
た。

・左記を説明し、理解を得
た。

・左記を確認し、結果をミ
ニッツに記載した。

・左記に変更なきことを確
認した。

・左記に変更なきことを確
認した。
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(3) 実施機関

４．プロジェク
ト実施体制

(1) 総括責任者
（Project
Director）

(2) 実施責任者
（Project
Manager）

(3) 合同調整委
員会

５．協力期間

特許商標移転技術局
（BPTTT- Bureau of Patents,
Trademarks and Technology
Transfer）
　1998年１月に組織改正があり、下記
に変更されている。
貿易工業省知的所有権庁
（IPO- Intellectual Property Office）
　事前調査にて以下を確認し、ミニッ
ツに記載した。
　職員数(1997年現在)
　159名
　うち　管理職 　 3名
　　　　特許審査官 　60名
　　　　商標検査官 　27名
　　　　貿易産業開発専門官　9名
　　　　審判官 　 6名
　　　　事務等 　54名

　IPOのManagement Information
System and EDP Bureauを中心に協
力を実施することを確認。
　現在派遣中の個別専門家のC/Pが中
核となることを確認するとともに、本
プロジェクト開始後は、本プロジェク
トに絞った協力を行うことも確認して
いる。

　事前調査時に下記とすることを確認
し、ミニッツに記載している。
(1) 総括責任者
　IPO長官

(2) 実施責任者
　The Management Information
System and EDP Bureau局長

　委員会の目的、メンバーについて協
議し、結果をミニッツに記載した。

　事前調査時に書誌事項及び文献デー
タベース構築に最低限必要な期間（３
年から４年）とすることを合意し、ミ
ニッツに記載している。

・最新の IPOの人員配置及
び1999 年度以降の配置
予定を確認し、ミニッツ
に記載する。

・個別専門かとのC/P配置
に関する整理・協議を行
う。

・左記に変更なきことを確
認し、ミニッツに記載す
る。

・左記に変更なきことを確
認し、ミニッツに記載す
る。

・協力期間は４年間とし、
ミニッツに記載する。

・最新の IPOの人員配置及
び1999 年度以降の配置
予定を確認し、ミニッツ
に記載した。
ANNEX1-2、ANNEX12

・個別専門家は来年４月で
任期が終了する予定なの
で、特に問題はない。商
標システムの保守は新た
に人員投入を予定。

・左記に変更なきことを確
認し、ミニッツに記載し
た。

・左記に変更なきことを確
認し、ミニッツに記載し
た。

・左記をミニッツに記載す
る。



 調査・協議項目　　 経　　緯　　と　　現　　状　　　　　 対　処　方　針　　　　　 調査・協議結果

－9－

　事前調査時に下記分野を技術移転分
野とすること詳細については短期調査
時に協議することを確認しミニッツに
記載している。
１）庁内近代化に必要な事務処理及び
審査の効率化
 書誌及び文献データ処理に対する
協力

　また、次の分野については、本プロ
ジェクトの範囲外とし、フィリピン側
の自助努力により実施する旨確認し、
ミニッツに記載している。
２）工業所有権情報の提供

　事前調査時、暫定的に合意している
技術移転項目は以下のとおり。
１）書誌及び文献データベースの構築
２）上記データベースの維持管理及び
効率化

３）上記データベース及び周辺機器の
運用

４）特許事務処理システムの管理
　また、ステップ１で書誌データ処
理、ステップ２で文献データ処理に関
する技術移転を行うこととしている。

　事前調査ミニッツに合意した暫定マ
スタープラン中に、以下のとおり記載
した。「フィリピン共和国において知
的所有権付与に係る能力が強化され
る」

　事前調査ミニッツに合意した暫定マ
スタープラン中に、以下のとおり記載
した。
　「IPO内における事務・審査能力が
促進される」

・フィリピンにおける工業
所有権行政の近代化は組
織の整備・事務処理・実
体処理・情報普及・関連
法令の整備を含むが、当
プロジェクトでの技術移
転は特許事務処理につい
て行い、他の分野につい
てはフィリピン側で行う
ものとする旨説明し、理
解を得る。

・上記協議に基づき、TCP
案、P O 案を作成しミ
ニッツに添付する。

・左記をスーパーゴールと
する。

・「フィリピン IPOが工業
所有権を早期かつ適切に
付与することができるよ
うになる」に変更する。

・「IPOにおいて、特許事務
処理が促進される」に変
更する。

６．プロジェク
トの内容

(1) 技術移転分
野

(2) 技術移転項
目

(3) 上位目標

(4) プロジェク
ト目標

・左記を説明したところ、
フィリピン側からは今年
１月から実施された新法
の下では、特許・実用新
案・意匠それぞれの法の
相互関係が強化されたの
で、実用新案並びに意匠
も協力分野に入れて欲し
い旨、要請があった。

・TCP・PO案を作成しミ
ニッツに添付した。

・「フィリピン IPOが工業
所有権を早期にかつ精確
さに増して付与すること
ができるようになる」と
変更し、ミニッツに記載
した。

・左記に変更し、ミニッツ
に記載した。
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　事前調査ミニッツに合意した暫定マ
スタープランを以下のとおり記載し
た。
０　IPOの組織・運営体制が整備され
る。

１　IPO職員の工業所有権事務処理に
関する能力が開発・強化される。

２　特許出願処理のための書誌・文献
データベース及び事務処理システム
構築に必要な機材が整備され、適切
に維持管理される。

３　特許出願処理のための書誌・文献
データベース及び事務処理システム
が構築され、適切に維持管理され
る。

４　特許出願処理のための書誌・文献
データベース及び事務処理システム
が方式及び実体審査のために適切に
使用される。

　事前調査時、本プロ技においては、
特許事務処理の効率化に必要なデータ
ベース、システム構築をツールとして
協力を行うが、これまでの商標分野に
おける成果も最大限活用していくこと
を説明し、合意を得るとともに、その
旨をミニッツに記載した。

・下記のように、修正及び変
更を行う。

０　プロジェクトの組織・
運営体制が整備される。

１　特許事務処理の現状分
析と改善策を提示できる
人材が育成される。

２　適切な機材が導入され、
適切に維持・管理される。

３　書誌データベースが構
築され、活用される。

４　文献データベースが構
築され、活用される。

５　特許事務処理システム
を運用できる人材が育成
される。

・下記の案を提示し協議の
結果を踏まえ、ミニッツ
に記載する。

0-1 計画どおり、人員を配
置する。

0-2 予算を措置し、適切に
執行する。

1-1 特許事務処理の業務を
分析する。

1-2 指標データを収集する。
1-3 特許事務処理業務のフ
ローを作成する。

1-4 特許事務処理業務検討
連絡会を組織する。

2-1 必要な機材の導入計画
を作成する。

2-2 必要な機材を選定する。
2-3 機材を調達・導入する。
2-4 主な機材の操作マニュ
アルを作成する。

書誌データベース
3-1 機能ニーズ、必要デー
タの抽出をする。

3-2 データベース構築のた
めの設計をする。

3-3 データベースへデータ

・左記に変更し、ミニッツ
に記載した。

・協議の結果・左記の提示
案どおり。

(5) 成果

(6) 活動
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を蓄積する。
3-4 データベースプログラ
ムを検証する。

3-5 データベース機能テス
トをする。

3-6 端末操作マニュアルを
作成する。

3-7 データベースを活用し
た特許事務処理への業務
移行を実施する。

文献データベース
4-1 機能ニーズ、必要デー
タの抽出をする。

4-2 データベース構築のた
めの設計をする。

4-3 データベースへデータ
を蓄積する。

4-4 データベースプログラ
ムを検証する。

5-1 システム機能テストを
する。

5-2 システム操作マニュア
ルを作成する。

5-3 特許事務処理システム
への業務移行を実施す
る。

5-4 システム運用状況報告
を作成する。

5-5 システムの稼働・利用
状況を評価する。

5-6 指標データを収集する。
5-7 システムを利用した事
務処理マニュアルを作成
する。

5-8 システム利用者に対す
る端末操作の研修を行
う。

5-9 システムを利用した事
務処理研修を定期的に実
施する。

5-10 総合メンテナンス計
画を作成する。
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・左記に変更ないことを確
認するとともに、派遣時
期について協議し、ミ
ニッツに記載する。

・Ａ－１フォーム等、必要
となる手続きについて説
明し、先方の理解を得
る。

・左記を再度説明するとと
もに、現時点で必要と想
定される短期専門家の分
野、人数、派遣時期につ
いて協議する。

・左記を再度説明するとと
もに、詳細について協議
する。

・Ａ２Ａ３フォーム等必要
となる手続きについて説
明し、理解を得る。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・事前調査で作成した機材
リストを踏まえ、また、
フィリピン側維持管理能
力を勘案した上で、優先
順位を付した機材リスト
を作成する。

・上記リストに日本側、
フィリピン側の負担を明
示する。

・機材計画調査にて、商標
データベース構築で使用
している機材との共有、
現有機材の活用などを勘
案した、供与機材仕様を
協議・作成する。

・現地調達の可能性及び妥
当性について調査する。

・Ａ－４フォーム等必要手
続きについて、説明し理
解を得る。

・派遣時期については、実
施協議で決定する旨説明
した。

・Ａ－１フォームのサンプ
ルを提示し説明した。

・現時点で必要と想定され
る短期専門家については
別添資料のとおり。

・今年度の研修受入につい
て説明し候補者の選定を
依頼した。

・左記に再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・フィリピン側との協議の
結果機材リストを作成
し、ミニッツに添付し
た。（ANNEX7）

・費用負担をANNEX9の
ように提示し、合意を得
た。

・左記を調査し、ミニッツ
に添付した。

・現地調達の可能性につい
て調査し、これが可能と
判明した。妥当性につい
ては本邦での調達につい
て国内支援委員会で調査
後、検討する。

・機材調達についての必要
手続きを説明した。

長期専門家
　以下の５名を派遣することで合意
し、事前調査ミニッツに記載した。
①チーフアドバイザー
②業務調整
③書誌データベース
④文献データベース
⑤コンピュータシステム

　短期専門家については、長期専門家
の技術移転の補完として、必要最低限
の人数を派遣することをフィリピン側
に説明し、事前調査ミニッツに記載し
た。

　研修員受入の意義について、説明を
行うとともに、必要最低限数を受け入
れることを説明し、合意し、その旨を
ミニッツに記載した。

①システム構築を通しての技術移転に
必要な最低限のハード及びソフト関
連機材の供与を検討していることを
説明すると同時に、環境整備も含め
最大限フィリピン側に応分の負担を
求めたい旨、説明し理解を得るとと
もに、その旨をミニッツに記載し
た。

②この際に、フィリピン側から、供与
機材の維持管理の費用を考慮し、過
大な機材とならないようにしてもら
いたい旨、コメントがあった。

③現有機材を調査の上、必要機材リス
トを作成し、ミニッツに記載した。

(7) 日本側投入
１）専門家派遣

２）短期専門家

３）研修員受入

４）機材供与
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(8) フィリピン
側投入

１）カウンター
パート

２）予算
（ローカルコス
ト）

３）施設・設備

(9) これまでの
その他の協力

１）我が国の協
力実績

本件プロジェクト関連の職員
①Administrative C/P
②Direct Technical C/P
　専門家から直接技術移転を受ける。
③Technical C/P
　上記②の C/Pから技術移転を受け
る。
④ Supporting Staff
⑤Administrative Staff

　事前調査時に、1996 年に、97年の
BPTTT予算を確認し、ミニッツに記
載している。
　また、1998年度の予算についても確
認し、ミニッツに記載している。

　事前調査時に、組織改正後、事務所
移転の可能性について報告されてい
る。
　また、日本人専門家の執務室及び供
与機材設置スペースの確保をフィリピ
ン側にて行う旨、ミニッツに記載して
いる。

　JICAベースでは以下のとおりであ
る。
①個別専門家
(a) 商標管理システム２名
　1993.3～ 1993.6（短期）
(b) 商標管理
　1995.3～ 1997.3（長期）
(c) 商標審査とサーチ並びに企画・立
案３名

　1996.5～ 1998.5（長期）
(d) 商標事務処理システム
　1996.5～ 1998.5（長期）
(e) 商標管理システム
　1997.4～ 1999.4（長期）

・本プロジェクトC/Pを確
認し、技術レベルの把握
に努める。

・本プロジェクトC/Pリス
トを入手し、ミニッツに
添付する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・機材通関に係る関税につ
いて予算措置等を確認し
て、ミニッツに記載す
る。

・事務所移転の可能性を確
認する。

・左記に加えて、専門家が
使用する事務用品（机、
本棚等）をフィリピン側
で準備することを確認す
る。

・C/Pの技術レベルについ
て調査を行った。

・C/Pリストをミニッツに
添付する。

・新法下で特別会計となっ
たため、予算確保が容易
となった旨、フィリピン
側より説明があった。

・IPOの予算措置状況につ
いて ANNEX10のとお
りミニッツに添付した。

・事務所移転は1999年末ま
でに実施される予定であ
るが、プロジェクト活動
への大きな影響はないこ
とを確認した。事務所移
転により機材等の移転が
必要な場合は、その費用
はフィリピン側が負担す
る旨ミニッツに記載した。

・左記を確認し、ミニッツ
に記載した。
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②単独機材供与
　上記専門家の活動に必要な機材（商
標事務処理・検索システム構築のため
に必要な機材）
　（平成６年度　約2,000万円）
③研修員受入
　集団研修「工業所有権審査実務」他
において例年１～３名程度受け入れて
いる。
④その他
　その他スキームによる研修員受入及
び専門家派遣も特許庁により実施され
ている。

　EPO（欧州特許庁）がBPTTTに対
して、特許事務処理ソフトウェア（コ
モンソフトウェア）とそのためのシス
テムの供与が提示されたが、人材育成
面がなかったこと、著作権の観点から
改造がしにくいなどからEPOからの
協力を辞し、日本に協力を要請してき
たという経緯がある。

　PCM（Project Cycle Management）
手法概要（含む評価５項目）を説明し、
フィリピン側の理解を得ている。

　評価５項目等、評価の詳細並びに、
プロジェクト協力期間中及び終了数か
月前に合同評価を行うことを説明し
た。

　英語で実施することを確認し、ミ
ニッツに記載した。

２）その他海外
機関の協力

(10) その他
１）PDM（案）

２）PO、TSI、
TSP（案）

３）R/D（案）

４）合同評価

５）使用言語

６）専門家の生
活環境

・左記を再確認する
・フィリピン側と協議の
上、PDM（案）を作成し、
ミニッツに添付する。

・フィリピン側と協議の
上、それぞれの案を作成
し、ミニッツに添付す
る。

・R/Dに含まれる条項につ
いて説明する。

・R/Dサンプルを提示・説明
する。

・左記を再確認する。

・左記を再確認する。

・専門家の滞在に必要な情
報を引き続き収集する。

・左記に再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・PDM（案）を作成し、ミ
ニッツに添付した。

・PO、TSI、TCPの案を作
成し、ミニッツに添付し
た。

・R/Dサンプルを提示・説明
し、ミニッツに添付し
た。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに添付した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・住居、車の購入手続き及
び価格、生活物資の調達
状況を調査した。
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３．３．３．３．３．短期調査実施報告短期調査実施報告短期調査実施報告短期調査実施報告短期調査実施報告

３－１　調査内容

(1) プロジェクト PDMの合意

　別紙のとおりPDMを合意した。上位目標、プロジェクト目標については事前調査の時点か

らその内容に変更はない。

(2) プロジェクトへの投入機材調査

　投入機材については、投入規模を IPOの実態に即したものとする一方で、機材価格、現地

調達の可能性などについて調査した。投入規模の確定に際しては、フィリピン側の要望も十分

に反映させつつ必要最小限な規模を探った。

(3) フィリピン側カウンタパートの特定

　エマ・フランシスコ長官の留任が決定されたことにより、同長官をプロジェクト・ディレク

ターとしたカウンターパート・リストが確定された。

(4) フィリピン側のローカルコスト負担

　フィリピン側ローカルコストについては、年間約200万ペソ程度が予想される点につきフィ

リピン側に伝達したところ、先方より特段のコメントなく了承された。

３－２　調査員所見

(1) 本件プロジェクトの実施に対する IPOの関心は極めて高く、プロジェクトに対するフィリ

ピン側の貢献についても十分な用意がされている点が確認された。

(2) プロジェクトの協力範囲については、本件がフィリピン側への技術移転を主眼にした特許

事務処理システムの構築である点を説明し、フィリピン側は理解を示した。しかしながら、事

前調査派遣後に施行された新知的財産権法においては特許、実用新案、意匠の相互関連性を深

めた手続きを採用しており、現法制にかんがみれば三法を併せて協力対象とする方がより効果

的な技術移転が期待される点を指摘し、それを新たに要望した。

　当方としては、プロジェクトの協力範囲を特許のみとする本来の意義を十分に説明した上

で、右要望をM/Dに記載した。

(3) IPOの移転については、現に検討がなされており、具体的な移転地こそ確定されていない
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ものの、IPOとしては平成11年末までにすべてを完了させる義務にあることが確認された。

短期調査員は、本移転がプロジェクト初年の活動に大きな支障を与えないとの判断に至った

が、今後もその進捗状況を注視する必要があると考える。
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４．４．４．４．４．機材計画調査実施報告機材計画調査実施報告機材計画調査実施報告機材計画調査実施報告機材計画調査実施報告

４－１　調査目的

　技術移転項目及び先方機関での供与機材の維持管理の可能性を勘案しつつ、適正な機材規模・仕

様等を調査しフィリピン側と協議を行う。

　また、併せて供与機材の現地調達可能性について調査を行う。

４－２　調査内容

　本件調査については、以下の項目につき調査を行い、また、併せて現地調達の実現可能性につ

いても調査を行った。結果は以下のとおりである。

(1) 現有機材について（別添資料１－１・１－２参照）

　現有機材について調査を行い本件プロジェクトへの利用可能性について調査を行った。現有

機材はネットワークで活用中のものとスタンドアロンで使用されているものが混在しており、

PC等においては旧型の機材も多く含まれている。これらPC等機材を本件プロジェクトに充

当していくのは容量・メモリから判断し難しい状況である。すなわちPCでは、ハード容量や

メモリがイメージデータを取り扱っていくには小さすぎ適当ではない。また、許容量を満たし

ていても既に商標ネットワークで使用されており、特許の処理と混在で処理することは更なる

容量を必要とし適当でないと考える。結果、本件プロジェクトでは新たな投入機材によって構

成していくのが望ましい。参考まで既存PC一覧を別添資料1-1、既存ネットワーク状況を別

添1-2に添付する。

(2) 取扱いデータについて（別添資料２参照）

　本件プロジェクトで取り扱う特許に係るデータを電子化量で算定した。

　取り扱うデータは、特許願書のうち書誌部分をコードで、明細書部分をイメージにて蓄積し

ていく。各データについてそれぞれ実際に入力を行いデータ量を算定した。

　イメージデータについては数種の記録方式があり代表的な記録方式３種について実測で算定

した。

(3) 業務運用について（別添資料３－１～３－６参照）

　特許事務処理のうちどの部分を機械化するのがもっとも効果的なのかを調査するため、各課

の業務運用をインタビューにて確認し処理期間などを考慮しプロジェクト終了後の機械化され

た業務フロー案を作成した。
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　現在フィリピン知的所有権庁（IPO）では、各課において帳簿を以て同様の情報を管理して

おりこの情報を集中的にデータベースで管理できれば各課における帳簿管理の手間が省け、ま

た、同時にこの情報を IPO内各局でシェアすることにより、各出願の進捗や状態を正確に知

ることができ、登録の事務処理における過去の出願の確認などにおいても容易に必要な情報を

職員が取得できる。

　また、起案文の作成や広報の発行などは現在大きく人力に頼っているところがあり機械化す

ることにより処理時間の短縮が見込まれ費用対効果も高いと考える。

　ただし、本件調査ではこの機械化業務フロー案をイメージ的に作成したもので実際のPC画

面構成や出力帳票などのレイアウトなど３週間という時間ではとても作成しきれず骨格となる

部分のみの作成とし、実際には更なる IPO側との技術移転を通じた詳細な検討が必要であり

本件プロジェクトスタート後OJTにより詰めていくことが肝要と思慮する。

(4) 必要端末台数う及びネットワーク用ケーブルについて（別添資料４参照）

　上記(3)の結果をもとに各局の必要端末台数を算定した。結果は合計30台であった。算定に

際しては、根拠となる定義をあらかじめ明確にし、それを行った。根拠定義は、以下のとおり

である。

１）端末必要業務

　端末を必要とする業務は何か

２）業務での端末独占性

　必要業務の内、端末機を長時間独占してしまう業務があるか

３）処理件数

　処理件数はどうか

４）その他

　出願件数の増加率を考慮（出願件数過去３年123％登録件数125％）

　以上を多角的に検討し各局における必要端末台数は以下のとおりである。

　また、参考までに別添４にプロジェクトにおける端末配置予想をLANケーブル長を含めた

形で添付する。

①ADMINISTRATEVE FINANCIAL AND PERSONNEL SERVICE BUREAU (AFPSB)

端末必要業務 ：データ入力、広報版下作成、料金管理、出願手続きに対する通知

書作成、出願履歴入力・照会、広報照会、特許権管理（登録、権

利期間更新、権利失効行、料金管理）、登録手続きに対する通知書
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の作成

業務での端末独占性 ：データエントリ、広報発行

処理件数 ：出願受付件数3,565件 /年

データエントリ件数　新法分（UP分） 600件 /月

（書誌事項平均２頁/件）

（明細書平均150頁 /件）

〃（バック分98,1～） 2,556件

（書誌事項平均２頁/件）

（明細書平均150頁 /件）

登録広報 31,373件

公開広報版下作成 264件 /月

登録広報版下作成 120件 /月

特許登録 100件 /月

特許権更新 450件 /月

特許権の失効 2,000件 /年

端末必要台数 ：10台

データエントリ用 ４台（新法UP分1台、バック分１台、登

録広報２台）

公報版下作成用 ２台（公開広報１台、登録広報１台）

出願業務用 ２台（出願料金管理、通知書作成、出願照

会・入力、広報照会）

特許権管理用 ２台（登録料金（登録料、更新料）管理、登

録履歴照会・入力（更新・失効）

②MANAGEMENT INFORMATION & EDP BUREAU (MIS & EDP)

端末必要業務 ：DB管理、システム管理、統計情報処理

業務での端末独占性 ：システム監視

処理件数 ：統計は週単位・月単位・年単位で取得する。パラメータ設定・処

理にかかる時間を考慮

＊DB管理、システム管理に決まった処理件数はないがシス

テム稼働中は監視を行い障害などの検知を行う

端末必要台数 ：３台

CPトレーニング用１台（インストール方法、システム環境構築、

DB操作）
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＊本番環境での操作はできないため別環境で操作修得させる

統計処理用１台（各種統計情報の処理）

③DOCUMENTATION INFORMATION AND TECHNOLOGY TRANSFER BUREAU (DITTB)

端末必要業務 ：登録番号の付与、登録履歴照会・入力、出願履歴照会・入力、広

報照会

業務の端末独占性 ：なし

処理件数 ：登録番号付与100件 /月

特許権移転申請200件 /年

特許権移転件数200件 /年

＊権利者・権利内容を確認し権利移転の正当性を判断

端末必要台数 ：４台

登録番号付与業務２台（番号付与、登録履歴入力、出願履歴入力）

権利移転確認業務２台（登録照会、出願照会、広報照会）

＊権利者・権利内容を確認し権利移転の正当性を判断

④BUREAU OF PATENT

端末必要業務 ：審査進捗管理、通知書の作成、出願履歴入力・照会

業務での端末独占性 ：なし

処理件数 ：通知書作成件数494件 /月

査定件数157件 /月

端末必要台数 ：８台

事務処理用８台（進捗管理、通知書作成、出願履歴入力・照会）

⑤BUREAU OF LEGAL AFFAIRS

端末必要業務 ：出願履歴入力・照会、通知文書作成

業務での端末独占性 ：なし

処理件数 ：８件/月

＊審判待ち00件

＊行政不服審判制度が導入される予定（６か月以内の処理が

義務づけ）

端末必要台数 ：２台（出願履歴入力・照会、通知書作成）

＊新制度導入を考慮

⑥OFFICE OF DIRECTOR

端末必要業務 ：出願、登録状況の把握

業務での端末独占性 ：なし
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処理件数 ：なし

＊必要に応じ状況を把握・統計情報を取得

端末必要台数 ：３台（出願履歴照会、登録履歴照会、統計情報取得）

(5) 現地調達の可能性（別添資料５－１・５－２参照）

　上記調査が終了した時点で現地メーカにその結果を持ち込み調達の可能性と価格について調

査を行った。

　現地メーカは、大手１社（富士通）とローカルメーカ１社（フィリピナスリョウリ）にその

調達可能性及び価格見積り並びに機材メンテナンスの可能性について依頼を行い、両者から

その結果を取得した。

　大手メーカではすべての機材に関し調達・メンテナンスできることが確認されたが、ローカ

ルメーカでは一部機材について調達が不可能であり他社と共同でないと調達・メンテナンスが

実現できない旨説明を受けた。

　本プロジェクトはプロジェクト終了後において IPOが独立し運用していくことをめざして

おり、複数社からの機材の納入はシステム構成上インテグレートしていくことが確保されない

限り「他社製品は感知せず」の状態になり複数社の相互調整によって成り立つシステム全体の

調整（ハード間調整・ソフトとハードの調整等）ができずシステムの存続に大きな影響を及ぼ

しかねない。

　また、将来の維持管理体制が他社のインターフェース部分についてどこまでメンテナンス対

応できるか、例えばハードが故障したとき、搭載しているソフトを知らないメーカがソフトの

仕様を考えずハードを修理・調整することは難しいと考える。

　したがって、本プロジェクトでは各機材をインテグレートでき、その後のメンテナンスもす

べての機材において調整も含め実施できるメーカが適当であると思慮する。

　機材メンテナンス契約は、本プロジェクト機材ではサーバ４台のみに対し契約を行えば十分

と考える。各サーバは絶対に破壊されてはならないデータを蓄積、又は、システム全体を制御

している。壊れたら修理するのは当然であるが、事前に不良箇所を察知し（定期点検）最悪

データを失うような事態を未然に防ぐ意味でもサーバのみにメンテナンス契約は必要と考える

（メンテナンス費はメンテ対象機材費の 10％）。

　一方、他の機材については、故障が発生したとき修理を依頼するオンコールベースの対応で

十分であり、別途メンテナンス契約を PCなどに結ぶ必要はないと考える。

　さらに、このメンテナンス契約は24時間体制の契約でなく、平日９時から５時の間の対応

で十分である。
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(6) ローカルコストについて（別添資料６）

　ローカルコストについては、機材の維持管理のかかるメンテナンスコスト及び電気代につい

て報告する。

　機材メンテナンスについては、(5)で報告したとおりサーバ４台にメンテナンス契約をするこ

ととし算定した結果、年間約156万ペソ（約500万円：１ペソ3.2円で計算）、電気代につい

ては年間約18万ペソ（約58万円：１ペソ3.2年で計算）、

　結果、合計で年間約174万ペソ（約557万円：１ペソ3.2円で計算）必要である。

　この結果は協議においても説明し特段のコメントもなく IPO側が了承した。

　また、電源やケーブリング費についても IPOが負担していくものであることを併せて説明

し IPO側は了承した。

(7) その他

１）機材導入計画（別添資料７参照）

　各年度においての機材導入計画概要の検討と取りまとめを行った。

　1999年度は技術移転項目として調査・分析・計画が主になる。その計画に基づき実際の

システム環境の立ち上げを行いながら技術移転を行っていく。機材は電算機室周りが中心に

なる。

　2000年度は書誌DBの完成にあわせ庁内へネットワークを展開し展開された機材をもって

書誌情報の運用などの技術移転を行っていく。機材は庁内各局へ配置される。

　2001年度には文献DBの分析・設計等を技術移転し、それが完成することにより、広報版

下作成等のイメージデータの取得が行えるようになる。併せて、イメージ処理技術などの技

術移転を行っていく。機材はその技術移転に伴う庁内一部局への配置となり小規模になる。

　2002年度は完成された両DBをもって機械化された事務処理全体の運用や維持管理方法な

ど全体の集大成と位置づけ技術移転を行っていく。機材導入は特に発生しない。

２）機材の優先順位

　投入機材のついては、必要最小限となるよう、IPOの負担や処理件数も含む多角的に算定

したが、最終的には日本政府の予算状況・判断によって決定される旨、投入機材に優先順位

を付し IPOへ説明した。（＊MD添付資料参照）

３）カウンターパート

　本プロジェクトにおけるカウンターパート９名が確定した（MD添付リスト参照）。

なお、当初６名のカウンターパートが IPO側より指名されたが、協議の結果さらに３名が

追加され合計９名となった。当初確定された６名については履歴調査を行ったが協議上で追
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加された３名については時間の関係もあり履歴調査ができなかった。

　当初確定された６名に対し調査員のコメントと参考までその調査結果を添付する。

①Mr. Roland B. Saquilabon（43歳）（別添資料８－１参照）

　登録番号付与及び情報関係の部署に所属

　CD-ROMの発行に従事しておりコンピュータに関する経験ありを有す。

　当該課の業務を熟知している。

　また、プロジェクト終了後の IPOの情報政策を考える上でキーパーソンと目され本件

プロジェクトにおいて育成することで将来の IPOの更なる機械化に資すると考える。

②Mr. Cecilio Fernandez（38歳）（別添資料８－２参照）

　特許審査官（機械）

　Ms. Rosella Fernandezとスタンドアロンによるソフトを作った経験を有している。

　コンピュータ知識も有し、また所属課の業務も熟知しており現場業務と機械を結びつけ

考えられる申し分のない基礎を有しているカウンターパート。

③Ms. Rosella Fernandez（35歳）（別添資料８－３参照）

　特許審査官（化学）

　Mr. Fernandezと同様にスタンドアロンによるソフト作成経験を有す。

　彼同様にコンピュータ知識を有し、また所属課の業務も熟知しており現場業務と機械を

結びつけ考えられる申し分のない基礎を有しているカウンターパート。

④Mr. Restituto Maligaya（30歳）（別添資料8-4参照）

　EDP部門所属

　本プロジェクトで要となるコンピュータ部門の職員。

　そのコンピュータ技術レベルは高く、（商標プログラム作成に関与：個別専門家より技

術移転された結果）また、庁内全般の事務処理も概要把握している。

　本プロジェクトにおいて IPOの機械化体制を多角的に考えていける人材として育成し

ていくのに申し分のない知識・技術レベルをもつカウンターパート。

⑤Mr. Leonides T. Gavin（26歳）（別添資料8-5参照）

　EDP部門所属

　本プロジェクトで要となるコンピュータ部門の職員。

　Mr. Restitutoと同様に高いコンピュータ技術レベルを有している。（HTMLプログラ

ム言語知識有）

　本プロジェクトにおいて IPOの機械化体制を多角的に考えていける人材として育成し

ていくのに申し分のない知識・技術レベルをもつカウンターパート。
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⑥Ms. Teresita C. Fernandez（38歳）（別添資料8-6参照）

　商標審査官

　商標がプロ技対象外ということもあって今回調査では直接インタビューを行う機会がな

かった。

　履歴調査では特筆すべきコンピュータ知識は見あたらないが、業務知識は高いと推察さ

れ、機械と業務を結びつけ考えられるカウンターパートとして育成していく上で特段の問

題はない。

４）実用新案・意匠のプロジェクトへの取り込み

　IPO側よりプロジェクトの協力範囲に実用新案・意匠を含むよう新たな要望がなされたこ

とにより、投入機材がどのように増えるか別途調査を行った。

　実用新案の出願データについて別添９を意匠の出願データ規模については別添10をそれ

ぞれ参照。

　増加投入機材では、主に事務処理用ソフト費が増え、その増加額は175万ペソ（560万円：

１ペソ3.2円で計算）である。

　実用新案・意匠の出願データ量は少なくサーバ容量は特に変更を要さないと考え、そのま

ま据え置きとした。
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